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５－１ サプライチェーンの寸断等に伴う企業の生産力低下による経済活動の停滞 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

① 企業・事業者の持続可能な経済活動の支援 
 

〔脆弱性評価〕 

 災害等の発⽣に起因する不測の事態が発⽣しても、事業活動をできる限り継続し、仮に中断し
たとしても短期間での復旧を可能とするための⼿順等を定めた事業継続計画（ＢＣＰ）を策定す
ることにより、企業活動への影響を最⼩限に抑えるとともに早期の復旧が可能となり、ひいては
県内経済への影響も抑えることができます。 
 県では、⺠間保険会社、県内経済４団体と連携し「⻑野県ＢＣＰ策定⽀援プロジェクト」とし
て、セミナーの開催や希望者への個別⽀援を実施してきましたが、⺠間企業の調査※によるとＢ
ＣＰを策定した県内企業は 18.8%に留まっています。特に中⼩企業での策定は進んでおらず、
ひとたび被災すると経営に大きな影響を受けるおそれがあります。 
 現在、国は中⼩企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を「事業継続⼒強化計画」
として認定し、認定を受けた企業には⾦融⽀援や補助⾦の加点措置などを⾏っています。当該計
画の策定⽀援と併せて、ＢＣＰ策定に対する事業者の意識向上や、策定の⽀援に取り組んでいく
必要があります。 
 また、商⼯会・商⼯会議所と市町村が連携して策定する「事業継続⼒強化⽀援計画」の認定に
より、自然災害等発⽣時の⼩規模事業者に対する円滑な⽀援体制を構築することが必要です。 

※㈱帝国データバンク『2022 年事業継続計画（ＢＣＰ）に対する⻑野県内企業の意識調査』（2022 年 7 月 13 日公表） 
【産業労働部産業政策課】 

 
＜ＢＣＰの概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
５－１ サプライチェーンの寸断等に伴う企業の生産力低下による経済活動の停滞 

起きてはならない最悪の事態 

第５節 流通・経済活動を停滞させない 



第５節 流通・経済活動を停滞させない 

- 103 - 

 

＜長野県ＢＣＰ策定支援プロジェクトのスキーム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔取組方針（施策）〕 

 「⻑野県ＢＣＰ策定⽀援プロジェクト」により、引き続き、事業者のＢＣＰ策定⽀援を⾏うと
ともに、「事業継続⼒強化計画」の策定を⽀援します。あわせて、策定されたＢＣＰがより実効性
の⾼いものとなるよう、ＢＣＭ（事業継続管理）構築に対する⽀援にも取り組みます。 
 また、商⼯会・商⼯会議所及び市町村に対して「事業継続⼒強化⽀援計画」の策定を働きかけ、
自然災害等発⽣時の⼩規模事業者に対する⽀援の強化を図ります。 

 

 

 

 ＢＣＰ・事業継続力強化計画をまだ策定していない事業者の皆様へ  

 ＢＣＰ・事業継続⼒強化計画は、災害時における被害を最⼩限にし、事業継続・早期復旧に大
きく貢献します。策定の重要性を認識していただき、早期策定をお願いします。 
 また、事業継続⼒強化計画を策定しているもののＢＣＰを策定していない事業者においては、
災害への事前対策・初動対応に関する内容が中⼼である事業継続⼒強化計画に加え、その後の復
旧対応までを広く網羅したＢＣＰの策定をご検討ください。 
 策定にあたっては、「⻑野県ＢＣＰ策定⽀援プロジェクト」の積極的な活⽤をお願いします。 

 

ＢＣＰ・事業継続力強化計画を策定済みの事業者の皆様へ  

 ＢＣＰ・事業継続⼒強化計画は策定して終わりではありません。緊急時に従業員がＢＣＰに基
づき⾏動できるよう、社内研修や模擬訓練等に積極的に取り組むなど、ＢＣＭの実施をお願いし
ます。また、既存のＢＣＰではカバーできない他のリスクに対応できるよう、計画の定期的な⾒
直しをお願いします。 

 

【達成目標】 
 

指 標 名 担当課室 
第２期 
目 標 

現 状 
第３期 
目 標 

① 

長野県ＢＣＰ策定支援プロジェクトに
よる策定支援件数 

産業政策課 

150事業所 
（2018～2022

年度） 

133事業所 
（2018～2022

年度） 

150事業所 
（2023～2027

年度） 
長野県内の事業継続力強化計画認定事
業者数 

－ 
（2022年度） 

939件 
（2022年度） 

2,200件 
（2027年度） 

 

 

 

 

事業者の皆様へ 

協定締結
経営者協会 商工会議所

連合会
中小企業団体

中央会 商工会連合会

県内経済４団体

東京海上日動
火災保険株式会社

⻑野県

県 内 事 業 者

ＢＣＰ・事業継続⼒強化計画
策定⽀援
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５－２ 高速道路、鉄道等の基幹的交通ネットワークの機能停止 

 

 

 

 

 

① 高速道路ネットワークの維持と保全の推進 
 

〔脆弱性評価〕 

 東日本⾼速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ東日本）及び中日本⾼速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ中日
本）のそれぞれが管理する⾼速道路のうち、開通後 30 年以上経過した延⻑は、ＮＥＸＣＯ東日
本では約 1,200km で総延⻑の約３割、ＮＥＸＣＯ中日本では約 1,200km で総延⻑の約６割と
なっており、それぞれが県内で管理する⾼速道路でも⽼朽化の進⾏が⾒られます。 
 大型⾞の交通量の増加、降雪期の凍結防⽌剤の散布、積雪寒冷地等の厳しい使⽤条件や近年の
異常降⾬の増加など環境の変化によって構造物の経年劣化が顕在化してきていることから、構造
物の安全性を確保し、将来にわたって⾼速道路ネットワーク機能を維持するため、的確な維持修
繕や更新等を実施する必要があります。 
 また、近年激甚化する自然災害への対応として、⼈命を最優先としつつ⾼速道路の機能を最大
限確保するため、大⾬や大雪の際の通⾏⽌めを含めたオペレーションの強化や、大規模地震発⽣
時の速やかな機能復旧のための橋梁の耐震強化等を進めています。 

 

〔取組方針（施策）〕 

（1）東日本高速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ東日本） 

 広域災害が発⽣した際に自衛隊等の進出拠点となる休憩施設の防災機能の強化、被害状況の
早期把握等情報収集と伝達の強化、図上訓練の実施等災害対策の強化に取り組みます。また、
大雪時の通⾏⽌めによる影響を最⼩化するために、除雪⾞両の増強や事前配置、除雪作業の⽀
障となる滞留⾞両の早期排除、利⽤者への情報提供の拡充、関係機関との連携強化などに取り
組みます。 
 永続的な健全性の確保のために、大規模更新・大規模修繕を着実に実施するとともに、⻑期
的な道路インフラの安全・安⼼の確保に向け、ＩＣＴ（情報通信技術）や機械化等を⾏って技
術者と融合した総合的なメンテナンス体制を構築するＳＭＨ（スマートメンテナンスハイウェ
イ）プロジェクト（第 1 期運⽤︓令和元（2019）年６月〜）の実施を促進します。 

 

＜ＳＭＨで実現するインフラ管理の業務サイクルイメージ＞ 
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（2）中日本高速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ中日本） 

 道路整備特別措置法に基づく事業許可を受けた⾼速道路リニューアルプロジェクトにおいて、
劣化が著しい橋梁の床版取替や桁の補強等の⼯事を引き続き⾏います。床版の取替においては休
日を含めた⻑期間の規制が必要となるため、利⽤者に対する規制の影響を最⼩限とするため、⼯
場で予め製作したプレキャスト製品の活⽤や最新技術を駆使した⼯事を推進します。 
 また、降⾬時の通⾏⽌めの開始と解除の時期の適正化を図って影響を最⼩限とするため、令和
６（2024）年度までに大⾬の通⾏⽌め基準を、⼟壌中の⽔分量に着目した⼟壌⾬量指数等に基づ
く基準へ移⾏するととともに、降雪時の対策として除雪⾞両の事前配置の強化、ロータリー除雪
⾞の増強、位置情報システム導⼊による効率的な運⽤等により体制強化を図るほか、令和３
（2021）年１月北陸道での事案を受けて導⼊した予防的通⾏⽌めの適切な実施により、大規模な
⾞両滞留の抑⽌と集中除雪、早期解放を図ります。 

 

＜高速道路が抱える課題＞      ＜リニューアルプロジェクト（主な施工内容）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 鉄道網の維持と保全の推進 
 
（1）東日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ東日本） 

〔脆弱性評価〕 

 自然災害対策として、令和元年東日本台風による新幹線浸⽔被害を受け、事前の⾞両疎開シ
ステムを導⼊したほか、沿線への⾬量計、風速計、落⽯検知装置及び⼟砂崩壊検知装置の設置、
自然災害を予測・検知して列⾞の運転規制を実施する防災情報システムの導⼊、斜⾯及び盛⼟
等に対する落⽯等災害防⽌対策の実施、除雪機械の配備による除雪体制の強化、沿線監視カメ
ラの整備による降雪状況の把握を進めています。 
 また、地震対策として、⾼架橋、橋脚等の耐震補強、新幹線早期地震検知システムの導⼊、
脱線時の逸脱防⽌ガイドの設置を進めるとともに、総合訓練の実施等⾏政機関と連携した救助
救命及び早期復旧に努めています。 

 

＜落石止め柵＞               ＜お客さま救済訓練＞ 
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〔取組方針（施策）〕 

 東日本大震災等の経験を踏まえ、首都直下地震などを想定した地震対策にハード・ソフト両
⾯から取り組み、「災害に強い鉄道づくり」を進めます。 

・耐震補強対策などの推進 
・災害発⽣時における救助救命 
・自然災害・異常気象への対応 
・安全を守る仕組み・体制の充実 
・帰宅困難者対策に向けた自治体との協定の締結 

 

（2）東海旅客鉄道株式会社（ＪＲ東海） 

〔脆弱性評価〕 

 自然災害対策として、落⽯覆い⼯、落⽯⽌擁壁等の整備による落⽯対策、沿線の渓流の⼟砂
堆積状況の調査、結果に基づく⼟⽯流を検知するセンサーの整備及び渓流管理者への⼟砂撤去
の依頼等の⼟⽯流対策を進めています。 
 また、地震対策として、各種構造物の耐震補強、速やかに列⾞を停⽌させるシステムの導⼊、
沿線の法⾯へのコンクリート等での補強、⾬量計や風速計を活⽤した適切な運転規制を⾏って
います。 
 

〔取組方針（施策）〕 

 自然災害による事故の防⽌を安全対策の重要な柱の１つとして位置付けて、様々な対策を実
施するとともに、正常運⾏が阻害される場合においても、その影響を最⼩限にするため、自然
災害等により被災した設備を想定した復旧訓練や施策等を引き続き実施します。 

 

（3）しなの鉄道株式会社 

〔脆弱性評価〕 

 大規模災害発⽣時においても、より⾼いレベルの安全運⾏体制を確⽴・維持するため、具体
的な災害警備計画を定め、業務の中で得られた情報をもとに常に⾒直し・更新をして予防と迅
速な復旧を図るとともに、各設備の整備等による安全性の向上のための措置や、沿線に設置し
た⾬量計、地震計、風速計等から収集した情報を司令に集めて速度規制や運転中⽌等の必要な
措置を講じています。 
 また、災害時の帰宅困難者対策に係る協定の締結や、緊急時に急遽運⾏を停⽌して駅以外に
旅客を避難させる場合の場所の確保、救援物資の提供に係る協定の締結⼜は協⼒の要請等を進
めています。 

 

＜防災情報システムイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雨量計） （風速計） （指令室防災情報システム） 

必要に応じて 

速度規制 
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〔取組方針（施策）〕 

 年度ごとに安全計画を定め、安全・安定輸送の実現に向け、「運転事故防⽌重点実施計画」及
び「傷害事故重点実施計画」に基づいて次のことを計画的に実施するとともに、毎月実施して
いる安全推進委員会でチェック・修正し、社内で⽔平展開することにより、安全性の向上を図
ります。 

・安全マネジメント体制の充実・強化 
・安全の重要性の理解と安全に対する感性の向上 
・部内原因による事故・事象の撲滅と外的要因によるリスクの低減 
・計画的な施設・設備の維持更新 

 

③ 道路の代替性の確保 
 

〔脆弱性評価〕 

 緊急輸送道路等の信頼性の向上など、防災・減災の観点から重点的・効率的に道路整備を推進
するため、災害に強い道路ネットワークの整備に取り組んでいます。 
 しかし、災害発⽣時の基幹的交通の分断の態様によっては、広域的な避難や物流、⽀援の受け
⼊れなどに大きな影響が⽣じる可能性があり、復旧・復興の遅れにもつながるため、緊急輸送道
路等の信頼性の向上とあわせ、地域の暮らしを⽀えるための代替機能の確保や災害時における関
係機関相互の連携を図る必要があります。 

【建設部道路管理課、同道路建設課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 地域の暮らしを⽀えるための災害に強い道路網の整備を進めます。（４－４①再掲） 
 また、⾼速交通網や鉄道駅と⽣活圏を結ぶ幹線道路の整備を推進します。 

 

＜災害に強い道路ネットワークの形成＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（伊那木曽連絡道路）※一般国道 19 号が通行止めになった際は、伊那木曽連絡道路が代替路としての役割を果たします。 
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④ 道路の維持管理対策の推進 
 

〔脆弱性評価〕 

 平成 25（2013）年度の道路法改正により法定化された橋梁、トンネル、シェッド（洞門）、横
断歩道橋等の近接目視による定期点検を５年に⼀度実施しています。 
 点検開始後、２巡目となる定期点検は令和元（2019）年度から令和５（2023）年度までの予
定で実施しており、点検の結果、緊急⼜は早期に対策が必要な施設は、⻑寿命化修繕計画に基づ
き修繕等の措置を⾏っています。 
 また、法定化されていない舗装等の施設についても点検を⾏い、計画的に修繕しています。 
引き続き、道路の維持管理を計画的に⾏い、安全安⼼な道路環境を確保する必要があります。 

【建設部道路管理課】 
 

＜橋梁点検車による近接目視点＞      ＜走行画像計測システムによるトンネル点検＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

〔取組方針（施策）〕 

 ３巡目の定期点検は令和６（2024）年度から令和 10（2028）年度にかけて実施し、点検で
緊急⼜は早期に対策が必要と判定された施設等について計画的に修繕等を⾏います。 
 また、県内市町村では、技術職員が不⾜しているため、市町村が管理する道路の定期点検が着
実に実施され、かつ効果的な⽼朽化対策の推進が図られるよう「⻑野県道路メンテナンス会議」
を通じて市町村を⽀援します。 

 

⑤ 道路の防雪・消雪対策の推進と道路除排雪体制の強化 
 

〔脆弱性評価〕 

 豪雪地帯の道路は、⼭間地や急坂、急カーブ、狭隘な箇所が多く、積雪や凍結により交通障害
が発⽣しやすい状況にあります。地域住⺠が安全に道路を利⽤するため、良好な道路づくりや⽼
朽化が進んでいる消融雪施設の計画的な更新が必要です。 
 また、効率的・効果的な除排雪に取り組むとともに、道路・交通管理者間の連携を強化し、大
雪災害時にも適切な対応ができる体制を整備する必要があります。 

【建設部道路管理課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 冬期間の安全で円滑な交通を確保するため、堆雪帯の設置やスノーシェルター等防雪施設の整
備を推進します。また、経年劣化による機能低下が著しい消融雪施設等（無散⽔消雪施設、散⽔
消雪施設、流雪溝）は、必要性、省エネ、ライフサイクルコスト等を考慮した上で、適切な更新
を実施します。 
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 道路除雪については、建設事務所ごとに設置した「除雪連絡会議」において除雪体制を確認す
るとともに、排雪場所や除雪優先路線（バス路線など）を設定し、大雪時の交通確保に取り組み
ます。 
 併せて、関係機関と協⼒して、除雪に対する理解や協⼒を得るための広報を積極的に実施しま
す。 

 

＜無散水消雪施工状況：（国）148 号 北安曇郡白馬村＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施工前）                       （施工後） 

 

⑥ 空港の災害対応機能等の強化 
 

〔脆弱性評価〕 

 信州まつもと空港は、平成６（1994）年のジェット化から 29 年が経過し、滑⾛路、誘導路、
エプロン等の施設に経年劣化による修繕箇所が増加しており、大規模自然災害が発⽣した場合も
空港機能を⼀定程度維持できるよう、維持管理・更新計画に基づいた空港施設の整備を進めてい
ます。 
 また、道路・鉄道が寸断され、移動⼿段が限られた中での広域医療搬送拠点、⼈員・物資輸送
拠点としての活⽤が想定されることから、災害時においても、最低限度の航空ネットワークを維
持できるよう、空港の機能確保を図っていく必要があります。 

【交通政策局松本空港課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 ⻑期的な維持管理・更新計画に基づき、滑⾛路、誘導路、エプロン等の施設の更新や航空灯⽕
等の照明施設のＬＥＤ化を進めます。 
 大規模自然災害時の広域防災拠点として、医療チーム等による災害医療派遣活動、警察・消防
等による⼈的・物的な広域応援活動の受⼊れを迅速かつ適切に⾏えるよう、関係機関も含めた体
制を強化します。 

 

【達成目標】 
 

指 標 名 担当課室 
第２期 
目 標 

現 状 
第３期 
目 標 

④ 

緊急又は早期に対策が必要な橋梁にお
ける修繕等の措置完了率※ 

道路管理課 

－ 
（2020年度） 

23.0％ 
（2021年度） 

100％ 
（2027年度） 

緊急又は早期に対策が必要なトンネル
における修繕等の措置完了率 

－ 
（2020年度） 

75.0％ 
（2021年度） 

100％ 
（2027年度） 

⑥ 空港灯火施設のＬＥＤ化 松本空港課 
－ 

（2020年度） 
35.0％ 

（2021年度） 
99.0％ 

（2027年度） 
※2014～2018 年度の点検で緊急又は早期に対策が必要とされた橋梁のうち修繕等の措置が完了した割合 
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３ 食料・飲料水等の安定供給の停滞 

 

 

 

 

 

 

① 備蓄及び物資供給体制の強化 
 

〔脆弱性評価〕 

 多数の避難者が発⽣し、被災市町村の備蓄だけでは⾷料供給が困難な場合に備え、広域単位の
備蓄と流通備蓄の確保や、避難所等に⾷料等を供給する体制を整える必要があります。 
 県では、「物資調達・輸送調整等⽀援システム」※を活⽤して物資の調達、配分計画を⽴案す
る研修会や、物資集約拠点の開設・運営訓練による避難所の要望把握、物資調達、拠点運営、避
難所への発送のシミュレーションを⾏っています。 
 しかし、⽀援システムのみでは、物資調達先の事業者や輸送業者との調整が困難なため、事業
者等と情報を共有する仕組みや、連携の強化が必要です。 
 併せて、災害時の物資調達協定が機能するよう、⾷料や⽶穀等を供給する団体、事業者との情
報交換や、日ごろから連絡体制を双方で確認・共有するなど連携を強化する必要があります。 

※物資調達・輸送調整等⽀援システム︓国と地方自治体が、物資拠点の運営や避難所までの物資供給状況を把握
し、⼀体的に管理・情報共有できるよう開発されたシステム。令和２
（2020）年度から運⽤開始。 

【危機管理部危機管理防災課、農政部農業政策課、同農業技術課】 

 

〔取組方針（施策）〕 

 協定締結団体・事業者との情報交換や緊急連絡先の確認を定期的に⾏うとともに、必要に応じ
て協定を⾒直すなど、連携体制の強化を図ります。 
 計画的に「物資調達・輸送調整等⽀援システム」操作研修会、物資集約拠点の開設・運営訓練
を開催するとともに、物資調整担当職員が物流の基礎を学ぶ機会を設けます。 

 

 

 

 災害発⽣時に迅速な対応ができるよう、日頃から初動対応の確認や供給体制の確保等に努めて
ください。 

  

協定締結団体・事業者の皆様へ 

 
５－３ 食料・飲料水等の安定供給の停滞 

起きてはならない最悪の事態 
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② 農産物の安定生産に向けた農業生産基盤の強化 
 

〔脆弱性評価〕 

 近年、過去に例がない豪⾬が増加しており、令和元年東日本台風の際には、千曲川流域を中⼼
に頭首⼯や⽤排⽔機場などが大きな被害を受けるなど、農業⽔利施設等の損壊、農地の湛⽔等に
よる被害の発⽣が懸念されています。 
 県では、農地や農業⽤施設などが被災し、農産物の⽣産能⼒が低下することのないよう、基幹
的⽔利施設（頭首⼯、⽤排⽔路、排⽔機場等）の⻑寿命化計画に基づく更新整備や耐震化などを
進めています。 
 農業⽔利施設の機能を安定的に発揮させるためには、施設の健全度評価による現状把握を⾏い、
維持管理・更新などを計画的に⾏う必要があります。 

【農政部農地整備課、同農業技術課】 

 

〔取組方針（施策）〕 

 施設管理者と連携して排⽔機場のポンプ設備等を計画的に改修するとともに、⼟地改良区など
が管理している⽔利施設の⻑寿命化計画の策定や、ストックマネジメントサイクル（日常点検、
簡易補修、機能診断、保全計画、補修・補強）の確⽴を⽀援します。 
 また、農産物⽣産への影響が最⼩限となるよう、災害に応じた事前・事後の技術対策を⽣産者
に周知するとともに、直売所等を活⽤した地域内における農産物の⽣産・流通の取組を進めます。  

 
＜浅川排水機場＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業⽔利施設等の計画的な改修⼯事、適正な維持管理に協⼒をお願いします。 
 

【達成目標】 
 

指 標 名 担当課室 
第２期 
目 標 

現 状 
第３期 
目 標 

② 
農地・農業用施設を保全するために重要
な排水機場等の整備箇所数 

農地整備課 
－ 

（2020年度） 
７箇所 

（2021年度） 
17 箇所 

（2027年度） 

 

 

  

県民の皆様へ 
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① 有害物質の大規模拡散･流出防止対策の推進 
 

〔脆弱性評価〕 

 危険物施設（製造所、貯蔵所及び取扱所）の保安確保のためには、適切な施設管理と安全教育
が重要です。県は、６月の「危険物安全週間」に、⻑野県危険物安全協会や県内消防本部と連携
して、危険物の保安に関する啓発に取り組むとともに、毎年「⻑野県危険物事故防⽌連絡会」を
開催し、事故防⽌に関する情報交換を⾏っています。 
 また、危険物取扱者保安講習や毒劇物事故対策研修会により、危険物や毒劇物の基本的な知識、
事故の未然防⽌対策や発⽣時の対応など関係者の資質向上を図るほか、⻑野県医薬品卸協同組合
の協⼒を得て、県下７箇所に事故処理に必要な中和剤等を備蓄しています。 
 大規模な自然災害に備え、引き続き、危険物の安全確保に対する意識の醸成とともに、危険物
施設への応急対策⽤資機材の備蓄、自衛消防組織の充実強化、防災訓練の実施など、保安体制の
整備に取り組む必要があります。 

【危機管理部消防課、健康福祉部薬事管理課、産業労働部経営・創業支援課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 関係機関と連携し、危険物の保安に対する意識の醸成を図るとともに、危険物取扱者保安講習
や毒劇物事故対策研修会により、危険物取扱者の資質向上に努めます。 
 また、事業所の自主保安体制の確⽴や⼀般家庭からの危険物の漏洩防⽌を促進するとともに、
⽼朽化した地下タンク等の改修に利⽤できる中⼩企業融資制度により事業者を⽀援します。 

 

 

 

 事業者の皆様へ  

 法令に基づく定期点検を確実に実施するとともに日常点検を励⾏するなど、日ごろから適切な
施設の維持管理に努めてください。また、注油作業の際は危険物取扱者が必ず⽴ち会うなどの従
業員等に対する安全教育を徹底してください。万⼀危険物が流出等した場合には、速やかに消防
機関等に連絡してください。 

 

 県民の皆様へ  

 自宅等にホームタンクを設置する際は、地盤に固定し防油堤を設置するなど、漏洩事故を防ぐ
対策を⾏ってください。また、ポリタンクなどへ注油する際はその場を離れず、注油後はバルブ
を完全に閉めてください。万⼀流出事故が発⽣した場合には、速やかに消防署や市役所、町村役
場へ連絡してください。 

 

  

県民の皆様へ 

 
５－４ 危険物施設の被災による有害物質の大規模拡散･流出 

起きてはならない最悪の事態 
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＜県内の危険物施設数（完成検査済証交付施設）＞ 

区 分 
施設数 

H30.3.31 H31.3.31 R2.3.31 R3.3.31 R4.3.31 

製造所 19 18 18 18 18 

貯蔵所 屋内貯蔵所 945 946 936 937 935 

屋外タンク貯蔵所 1,016 997 981 964 939 

屋内タンク貯蔵所 221 214 209 206 203 

地下タンク貯蔵所 5,050 4,903 4,716 4,558 4,418 

簡易タンク貯蔵所 33 32 32 33 35 

移動タンク貯蔵所 

（ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ、ｾﾐﾄﾚｰﾗ等） 
1,891 1,849 1,862 1,827 1,814 

屋外貯蔵所 147 146 145 141 142 

(小 計) 9,303 9,087 8,881 8,666 8,486 

取扱所 給油取扱所 

（ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ等） 
1,578 1,552 1,538 1,527 1,507 

販売取扱所 29 29 28 28 28 

移送取扱所（ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ） 1 1 1 1 1 

一般取扱所 

（上記取扱所以外） 
1,416 1,411 1,397 1,379 1,355 

(小 計) 3,024 2,993 2,964 2,935 2,891 

合  計 12,346 12,098 11,863 11,619 11,395 

※指定数量（危険物の危険性を勘案して政令で定められた数量：ｶﾞｿﾘﾝ 200ℓ、灯油 1,000ℓ 、重油 2,000ℓ等）以上の

危険物を貯蔵し、又は取り扱う施設は、製造所、貯蔵所及び取扱所に区分されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎令和元年東日本台風におけるホームタンク等の流出 

 令和元（2019）年 10 月の東日本台風災害では千曲川の堤防が決壊し、灯油や軽油等の危

険物が保管されていた多数のホームタンクやドラム缶、ポリタンクなどが流出する被害が発

生しました。また、流出した先ではホームタンクの転倒によって、約 100ℓ もの灯油が畑に

流れ出すなどの二次被害も発生しました。 

 流出したホームタンクなどは、所有者が分からないため内容物の特定が難しく、処分に多

額の費用や時間が必要になりました。 

 浸水が想定される地域では、ホームタンクを設置する場合は必ず地盤に固定するととも

に、ドラム缶などによる危険物の保管等もできるだけ控えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（長野市赤沼公園仮置場）         （長野市青垣公園仮置場） 

（長野市消防局提供） 
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５－５ 農地や森林の荒廃による生産能力、多面的機 

 

 

 

 

 

 

① 農山村の多面的機能の維持と環境保全 
 

〔脆弱性評価〕 

 農業・農村は、国⼟の保全、⽔源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多⾯的機能
を有しています。 
 しかし、過疎化や⾼齢化が進み、農地や農業⽤⽔路の管理などの共同活動が⼗分に⾏えなくな
り、荒廃地の増加等によって多⾯的機能の発揮に⽀障が⽣じつつあります。 
 このため、農業者のみならず地域住⺠や都市住⺠も含めた多様な主体が参加する共同活動によ
り、多⾯的機能を維持・発揮する取組が必要です。 

【農政部農地整備課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 今後も、多⾯的機能⽀払事業や中⼭間地域農業直接⽀払事業等を活⽤し、農村地域の資源や環
境を次世代へと引き継ぐため、農村を⽀える多様な担い⼿を確保するとともに、地域ぐるみで⾏
う共同活動の取組を⽀援します。 

 
 

 

 農業・農村が持つ多⾯的な機能を理解していただくとともに、地域資源の保全活動への参加を
お願いします。 

 

② 災害に強い森林づくり（森林整備の推進） 
 

〔脆弱性評価〕 

 気候変動の影響等で局地的な豪⾬等が頻発する中、⼟砂災害や流⽊被害等を防ぐ森林の整備は
喫緊の課題であり、⾥⼭整備（間伐）や危険⽊の伐採、⾥⼭整備利⽤地域制度を活⽤した住⺠協
働による森林の整備を進めています。引き続き、防災・減災を図るために必要な⾥⼭の間伐など
に取り組む必要があります。 
 また、森林の持つ多⾯的な機能を持続的に発揮させるため、計画的に間伐等を⾏うとともに、
⺠有林⼈⼯林⾯積の８割が 50 年⽣を超える状況にあることから、主伐・再造林を推進し、森林
の若返りを図る必要があります。 

【林務部森林づくり推進課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 間伐を主とした森林整備から、計画的な主伐・再造林へのシフトにより森林の若返りを図り、
⼆酸化炭素吸収量の確保や森林の多⾯的機能の維持・増進を図ります。また、⽣産される県産⽊
材の利⽤を促進します。 
 森林づくり県⺠税を活⽤し、危険性の⾼い個所を優先して森林整備を⾏うとともに、市町村と
連携し、ライフライン沿いの⽀障⽊の伐採を進めます。 
 さらに、森林環境譲与税を活⽤し、主伐後の林地残材の搬出を⾏い、枝条等の流出を防ぎます。 

県民の皆様へ 

 
５－５ 農地や森林の荒廃による生産能力、多面的機能の低下 

起きてはならない最悪の事態 
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＜今後の再造林面積等の推移見込み＞          ＜主伐・再造林の推進＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜計画的な間伐の推進＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（実施前）                      （実施後） 
 

＜防災・減災のための里山整備＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施前）                               （実施後） 
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③ 野生鳥獣による農林業被害の防止 
 

〔脆弱性評価〕 

 野⽣⿃獣による農林業被害は、地域での総合的な対策の推進により近年は減少傾向にあるもの
の、依然として多くの被害が発⽣しています。 
 遊休農地の拡大や森林の荒廃、農林業⽣産量の減少、ひいては農村地域の衰退につながる重要
な課題となっており、野⽣⿃獣に負けない集落づくりを進める必要があります。 

【農政部農業技術課、林務部鳥獣対策室】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 ⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦等を活⽤し、捕獲、防除及び⽣息環境に関する対策を進め、地域
の実情にあわせた集落ぐるみによる総合的な被害対策を推進します。 
 県の野⽣⿃獣被害対策チーム等が市町村などと連携し、侵⼊防⽌柵の設置や追い払い、緩衝帯
整備、捕獲活動⽀援など総合的な取組を集落において実践できるよう⽀援します。 

 

＜緩衝帯の整備＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【達成目標】 
 

指 標 名 担当課室 
第２期 
目 標 

現 状 
第３期 

目 標 

② 

民有林における森林整備面積※１ 

森林づくり 

推進課 

－ 
（2020年度） 

8,700ha/年 
（2017年、

2018年平均） 

47,750ha 
（2023～2027

年度累積） 

（2027年度） 

民有林における造林面積※２ 
－ 

（2020年度） 
277ha/年 
（2021年度） 

3,400ha 
（2023～2027

年度累積） 

（2027年度） 
緊急に整備が必要な個所に近接し新たに
治山事業によって保全される集落の数 
【１－3③再掲】 

2,175 集落 
（2022年度） 

2,174 集落 
（2021年度） 

2,414 集落 
（2027年度） 

重要な施設を保全対象とする長寿命化
対策がされた治山施設数 
【１－3③再掲】 

84 施設 
（2022年度） 

130 施設 
（2021年度） 

170 施設 
（2021年度） 

 ※１ 森林整備面積：間伐・造林・下刈り等の森林整備が実施された面積 

      ※２ 造林面積：伐採地等に植栽した面積 

 


